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営統合から10年がたち、基幹システムの保守期
限を迎える時期に差し掛かっていました。それま
でも育児や介護などの事情を抱えるごく一部の
社員を対象にフレックスタイム制を適用していま
したが、これら社員の就業管理は人事担当者が
既存システムにマニュアル操作でデータを入力し
てきました。今後、全社的にフレックスタイム制を
展開するとなると、既存システムの対応では難し
いことが明らかでした。
　「フレックスタイム制を導入することが決まった
ことを契機に、2017年秋から就業管理システム
の入替検討を開始しました」と長谷川氏は当時
を振り返ります。

　経営統合以来使用してきた就業管理システム
では、とりわけ時間外労働管理の機能が十分で
はありませんでした。
　「上司が部下の勤務状況を見るにも一人ずつ
名前を入力しなければならなかったり、部下全員
の就業状況を一覧で見ることができず、上司が
個々人のデータをメモし、独自にエクセルで部署
全体の就業状況を管理するなど、決して使いや

　「昨今の働き方改革の大きなトレンドの中で、
人事に対しては就労制度に対する意見・要望が
毎年のように寄せられていました。経営統合時よ
り、本社では9時始業・17時25分終業の1パター
ンだけでしたが、世の中で働き方改革の機運が
高まっていたことを考慮し、2015年に夏季限定
で8時始業の朝型勤務を試みました。さらに翌
2016年に夏季限定で始業時間を8時から30分
刻みの4パターンから選択できるようにし、終業
時間もそれに合わせてスライドするという「時差
出勤制度」をトライアルで実施したところ、大変
好評でした。そこで、これを通年で適用し、本社以
外の事業所も取り込んで本格導入すると、さらな
る働き方改革に向けた取り組みを進めようとい
う機運が盛り上がりました」（小川氏）
　そこで、更なる柔軟な働き方実現によるワーク
ライフバランスの推進と生産性の向上をめざし、
オフィス勤務者全員を対象に10時から15時をコ
アタイムとするフレックスタイム制を2019年4月
から導入することを正式に決定しました。
　同時に浮上してきたのが、フレックスタイム制に
基づく就業管理を支えるシステムの問題です。経

柔軟な働き方実現と生産性向上の
ためにフレックスタイム制の導入を
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労働法令や社会情勢の変化に柔軟かつ機敏に対応し、
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すいシステムではありませんでした」（小川氏）
　そこで新システムの選定基準として第一に据
えたのは「ユーザー視点の、分かりやすいシステ
ム」であることです。「部下全員の就業時間を一
画面で表示でき、時間外労働が多いときは上司
に警告をしてくれたり、知りたい情報に1、2回の
クリックでアクセスできるなど、社員自身もチェッ
クしやすいユーザーフレンドリーなシステムであ
ることを最優先すべきと考えました」（小川氏）

 社員個人で勤怠の未入力の状態が一目で分か
るため、日々の入力が自然に促されるようになり、
社員一人ひとりの労働時間の管理、ワークライフ
バランスに対する意識が醸成され始めているよ
うです。人事担当の執行役員からは「使いやすい
システム。働きやすさにもつながるはず」と評価さ
れました。
　本当の成果はこれから、と同社では期待してい
ます。「これまではシステムを使うこと、データを取
り出すことに時間を取られていましたが、今後は
リシテアからタイムリーに得られるデータを分析
して、問題を早期に発見し、上司による部下への
適時アドバイスを促すなど、人事としての新しい
施策づくりに生かすことに時間をかけることがで
きます。今回、その基盤ができたと考えています」
（小川氏）
　「人事総合ソリューションであるリシテアには、ほ
かのラインアップもあり、今回導入した就業管理シ
ステムをベースに、他の人事分野への広がりも検
討したいと思っています」（長谷川氏）
　「リシテア導入ベンダーの日立ソリューション
ズも、DTSも、製品だけでなく、人事業務や労働
法令の動向、実績に基づく運用ノウハウに精通
し、一緒に考え、助言してくれたことで、チーム一
丸となってプロジェクトの推進ができました。稼
働後のフォロー体制も万全で、本当に感謝してい
ます。今後はタレントマネジメント、RPAなどを含
めて人事システム全体をどうしていくのか、社員
一人ひとりが一層活躍できる基盤を構築してい
くために、どのようなシステムを整備していくべき
かという大局的な視点からの取り組みが重要で
す」（小川氏）
　日立ソリューションズは、よりよい働き方への
改革を続ける同社を継続的に支援していきます。

　2017年秋には就業管理システムの製品や先
行事例などの情報収集を開始し、2018年に入っ
てからは3製品に絞り込んでシステム選定を進め
ました。そして2018年5月には日立ソリューショ
ンズの「リシテア/就業管理」を選定し、6月に導
入プロジェクトがスタートしました。
　「リシテアを選定した理由は、使いやすさと見
やすさです。勤務実績をタイムリーかつ視覚的に
把握でき、必要なデータに容易にアクセスできる
ことが選定の決め手でした」（長谷川氏）
　「最初に表示されるホーム画面に知りたい情
報が整理されていて、直観的に操作できました。
人事担当から見ても、情報システム担当と同じ意
見で、リシテア選定に意見の相違は全くありませ
んでした」（小川氏）
　問題はシステム導入にかけられる時間でした。
2019年4月カットオーバーは必須で、残された
時間は約9カ月です。この短期間でフレックスタイ
ム制度の詳細検討と並行してシステムの要件定
義から、開発、周辺システムとの連携までを完了
しなければなりません。
　「プロジェクトマネージャーとして、2019年4月
のカットオーバーが必達であることを常に意識し
ていました。日立ソリューションズならびにパート
ナーの立場でこのプロジェクトに参加いただいた
DTSを含め、プロジェクトメンバー全員と目標を
共有し、同じ認識に立ってプロジェクトを進めて
いくように努めました。スムーズかつスピーディー
に意思決定するためにプロジェクトマネージャー
定例会議をほぼ毎週行い、人事部門、情報シス
テム部門、ベンダーが一丸となってシステム導入
開発を進めていきました」（長谷川氏）
　「定例会議では、人事の実務担当者が日 の々就
業管理業務を効率的に進めるためにはどうすれ
ばよいのか、ギャップはどこにあるのか、どうすれ
ばシステム上で実現できるかを十分議論したうえ
で、決定していきました。プロジェクトの前半は現
在の業務フローの正確な分析とあるべき姿の確
定、後半はとにかくスケジュールを優先しました。
協力して乗り切るために、システム要件に合わせ
てフレックスタイム制度を構築することでカスタ
マイズを極力減らすなど、時間やコストも意識し
てドライブをかけていきました」（小川氏）
　就業管理以外の、人事管理システム、給与計
算システムは他のベンダーが担当していたことも

難しさに拍車をかけました。
　「マルチベンダーのプロジェクトだったので、軌
道に乗せるまでが大変、当初は調整に走り回りま
した」（長谷川氏）

　人事部門、情報システム部門、ベンダーという異
なる立場のメンバーが思いを一つにしたことで、
当初の予定通り2019年4月から新就業管理シス
テムが稼働しました。「2019年は改元とそれに伴
う5月の大型連休もある中で、4月に新システムに
よる初めての就業管理を行い、このデータを基に
5月の給与支払いに短い準備期間でつなげていか
なくてはならない点が不安でしたが、まったく問題
なく、スムーズに業務が遂行できました」（小川氏）
　さらに、これまで月末から一週間以上かかって
いた就業実績未入力者チェックを中心とした締
め処理が、リシテアの標準機能である未入力・未
承認者のフォロー機能を活用することにより、月
末から数日で済むようになりました。そのため、月
次の勤務実績の確定までの時間が短縮でき、前
倒しで給与計算システムへデータを渡すことが
できました。
　当初の選定基準として考えていた「ユーザー視
点の、分かりやすいシステム」という面でも想定
通りの効果が上がっています。
　「上司や社員向けにシステムの使い方に関する
オリエンテーションを行いましたが、機能面の質問
はほとんどなく、システム導入後も『とても分かりや
すい』という意見しか聞こえてきません」（小川氏）
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社会情勢の変化に合わせた対応が困難であった

操作性が悪く、個々人の就業管理に必要な情報を
引き出すことに時間がかかっていた

効果

多様な働き方に対し、柔軟に運用・管理できる
システムを提供できた

労働時間の管理、ワークライフバランス、さらには
生産性の向上に対する意識が強化された
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就業管理を入り口に
さらなる広がりに期待

成果と今後
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Company Profile

本社所在地

設 立
従 業 員 数

事 業 内 容

東京都港区赤坂五丁目3番1号 
赤坂Bizタワー
2006年4月
3,118人
（連結：2019年3月31日現在）
石油・天然ガスなどの開発

国際石油開発帝石株式会社（INPEX）

https://www.inpex.co.jp/

※本事例の内容は取材時点（2019年7月）の情報です。 ※LYSITHEA、リシテアは株式会社日立ソリューションズの登録商標
です。 ※その他、本文中の会社名、商品名は各社の商標、または登録商標です。 ※本文中および図中では、TMマーク、®マーク
は表記しておりません。 ※製品の仕様は、改良のため、予告なく変更する場合があります。 ※本製品を輸出される場合には、外
国為替及び外国貿易法ならびに米国の輸出管理関連法規などの規制をご確認の上、必要な手続きをお取りください。なお、ご
不明な場合は、当社担当営業にお問い合わせください。 ※本文中の情報は、事例作成時点のものです。

本事例のwebページはこちら
www.hitachi-solutions.co.jp/lysithea/case31/

本カタログ掲載商品・サービスの詳細情報
lysithea.jp/
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株式会社 日立ソリューションズ
www.hitachi-solutions.co.jp


